
   入 札 公 告                             

下記の委託について制限付き一般競争入札に付す。 

 

  令和８年（２０２６年）９月 １７日 

                        宝塚市長  森  臨太郎 

 

記 

 

１ 委託内容 

(1) 委託番号 Ｋ１３－７ 

(2) 委 託 名 令和９年度 当初課税データ入力等業務委託（単価契約） 

 (3) 委託場所 宝塚市 東洋町外 地内 

 (4) 契約期間 契約日から令和９年（２０２７年）４月３０日まで 

 (5) 委託概要  

     給与支払報告書・年金支払報告書等のデータ入力及びナンバリング、イメージ

データ作成など 

     ※ 施錠機能付きの自社専用の作業ルーム（兵庫県、大阪府又は京都府の範囲

内に限る）を確保し、作業場とすること。 

 

２ 入札参加に必要な資格 

  入札に参加できる者は、この公告の日から開札の日までにおいて、宝塚市における令

和７・８年度物品等の入札参加資格を有した者のうち、次に掲げる条件をすべて満たし

ていること。 

(1) 一般財団法人日本情報経済社会推進協会が定めるプライバシーマークの付与認定

を受けており、当該認定が有効期間内であること。 

(2) 過去 5 年間（令和３年（2021 年）４月以降契約分）において、公共団体等

（国、地方公共団体若しくはこれらに準ずる機関＜公団、公社、事業団等＞）が発

注した当初課税（市・県民税）データ入力等業務を元請けとして受注した実績があ

ること。 

(3) 次に掲げる事項に該当する者でないこと。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第１６７条の４に基づく資格制限

に該当する者 

イ 宝塚市の指名停止基準に基づく指名停止を、入札参加申込期限日（確認基準日）

及び入札執行日に受けている者 

ウ 宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 24 年条例第 6 号。以下「暴力団

排除条例」という。）第 2 条第 3 号に該当する者 

(4) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこ

と。ただし、それぞれ申立て後に更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受け



た場合はこの限りでない。 

 

３ 入札参加の申請、審査及び通知 

 (1) 制限付き一般競争入札に参加を希望する者は、次に掲げる書類を市に提出し、入札参

加申請しなくてはならない。 

ア 制限付き一般競争入札参加申請書 

イ プライバシーマーク登録証の写し 

ウ 業務実績が客観的に判断できる資料 

    （契約書等の写しをＰＤＦファイルで添付すること。） 

エ 電子契約希望届出書 

     ※電子契約を希望する場合のみ。 

(2) 入札参加申請の期間及び方法は、次のとおりとする。 

ア 期間 令和８年（２０２６年）９月１７日（木）から 

   令和８年（２０２６年）９月３０日（水）まで（必着） 

   （ただし、閉庁日を除く。） 

イ 申請方法 上記(1)の申請書等を契約課あてにメールまたは郵送すること。 

     申請書等の到着確認の電話連絡を事業者より必ず行うこと。 

    ウ 資料の不足等により、入札参加資格が確認できない場合は、入札参加の申込み  

    を受理できないので留意のこと。 

(3) 上記期間の期限までに申請書等を提出しない者又は入札参加資格がないと認められ

た者は、当該委託の入札に参加することができない｡また、期限を超えて入札参加の申

請があった者も同様とする。 

(4) 提出資料の作成に要する費用は、入札参加申請者の負担とする｡ 

(5) 提出された資料は返却しない｡ 

 

４ 仕様書等の配付の方法､日時等 

(1) 入札参加資格があると認めた者に、入札参加資格確認通知書を令和８年（２０２６年）

１０月 １日（木）午後１時以降(予定)に申請者へＦＡＸまたはメールにて通知する。 

(2) 上記の入札参加資格確認通知書に仕様書のダウンロードに必要なパスワードを記載

するので、「兵庫県電子入札共同運営システムポータルサイト」にて、必要書類をす

べてダウンロードし、確認すること。 

(3) 契約に至らなかった入札参加資格者は、速やかに破棄又は削除すること。 

 

５ 入札の日時、場所及び方法  

(1) 入札書等の到達期限 令和８年（２０２６年）１０月２３日（金）必着 

(2) 入札の方法 郵便入札  

    上記到達期限までに届くように、「一般書留郵便」又は「簡易書留郵便」

のいずれかにより郵送すること。契約課への持参は認めない。 

封筒に、「入札書在中」「案件名 ○○○○」「入札者の名称」及び「到達期



限○年○月○日」と朱書きすること。 

 ＜送付先＞ 

  〒６６５－８６６５ 宝塚市東洋町１番１号 宝塚市役所 契約課 行 

 

６ 開札の日時及び場所 

(1) 開札日時 令和８年（２０２６年）１０月２６日（月） 午前１０時３０分  

(2) 開札場所 宝塚市役所４階 ４Ａ会議室  

  

７  入札保証金 ： 免除  

 

８ 支払条件 ： 毎月末に委託者による検収を受けた件数を取りまとめ、契約単価に件

数を乗じて得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数を切り捨てた金額）の合計額に、消費税及び地方消費税の額として１

００分の１０に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた金額）を加算した金額を委託者の定める手続きに

より請求すること。 

 

９  入札の方法、注意事項等 

(1) 入札参加者は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）、同法施行令及び宝塚市契 

約規則（平成 22 年市規則第 9 号）を遵守のうえ、入札すること。 

(2) 入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額を記載すること。 

(3) 入札回数は２回までとし、１回目の入札で落札者が無い場合は、再度入札を行う旨と

１回目の最低入札金額及び再度入札の到達期限を入札参加者にＦＡＸまたはメール

にて通知するので、再度郵送にて入札すること。ただし、予定価格との乖離があまり

に大きい場合は、２回目の入札を行わず不調とする。 

(4) 入札書の提出後は、入札金額の訂正は受け付けないので、記入した金額の確認は十分

に行うこと。 

(5) 入札を辞退する場合は、入札書の開札日時より前に辞退届（任意様式）を提出するこ

と。また、入札時において、仕様書等で求める資格要件等を満たすことができない場

合も辞退届を提出すること。 

辞退届には、今後の発注の参考とする場合があるので、辞退理由を詳しく明記するこ

と。 

・指定された期間内に完成・完了することが困難なため。 

 ・手持ちの業務等が多く、さらに受注することが困難なため。 

・本案件を履行するための資材・機器が調達できないため。 

・本案件の仕様が取扱い分野でないため。  

・仕様書等で求める資格要件等を満たすことができないため。  等 

(6) 落札者は、落札決定日から７日以内に契約書を契約課へ提出してください。また、保

険加入を必要としている案件においては、仕様書に記載の金額の保険に加入し、その



保険証書の写しを提出してください。（保険証書が間に合わない場合は、申込書の写

しを提出し、後日差し替えて下さい。） 

(7) 入札に際しては、「内訳書」の添付は不要ですが、落札者となった者は、契約書とと

もに詳細な積算内訳書を契約締結時に提出すること。なお、執行上必要がある場合は、

より詳細な業務内訳書を求めることがあるため、事前に準備をしておくこと。 

 

10 入札の無効 

  次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(1) 入札に参加する資格のない者のした入札 

  (2) 持参、宅配便等で契約課に直接提出するなど、入札公告に定める郵送方法によらない

入札（ただし、再度入札はこの限りではない。） 

(3) 入札書等が到達期限までに到達しない入札 

 (4) 同一入札について、２通以上の入札書等を郵送した入札 

 (5) 入札書その他必要とされた書類が同封されていない入札 

 (6) １枚の封筒の中に、複数の案件の入札書等が同封された入札 

 (7) 封筒に記載の案件名又は差出人と同封された入札書に記載の案件名又は入札者が相

違する入札 

 (8) 入札書に入札金額、入札者の氏名若しくは押印のない入札若しくはこれらが識別しが

たい入札又は入札金額を訂正した入札 

 (9) 談合その他不正の行為があったと認められる入札 

 (10) 入札金額を０円で記載した入札 

 (11) 前各号に定めるもののほか、入札に関する条件に違反した入札 

 

11 質疑書 

質疑書提出期限 令和８年（２０２６年）１０月 ８日（木）午後 １時まで 

   （質疑書は、委託名・質問内容・業者名を記入したものをＦＡＸまたはメールで提 

出すること＜質疑項目がない場合は、提出不要＞とし、設計担当課への問合わせ 

等は行わないこと。 

ＦＡＸの送付先：宝塚市役所契約課、ＦＡＸ番号０７９７－７２－１４１９ 

メールアドレス：m-takarazuka0016@city.takarazuka.lg.jp） 

 

  質疑回答日時 令和８年（２０２６年）１０月１４日（水）午後１時以降 

  質疑回答方法 

１者以上から質疑の提出があった場合には、「兵庫県電子入札共同運営システム（e

－ひょうご）」に掲載する。ダウンロードに必要なパスワードは、競争参加資格確認

通知書に記載した設計図書等のダウンロードに使用したパスワードを使用する。（全

者質疑がない場合は、回答は行わない。） 

 

12 予定価格： 公表しない 



13 最低制限価格： 設定しない 

 

14 決定方法 

   予定価格の制限の範囲内の価格で最低価格の入札をしたものをもって落札者とする。 

 

15 同価格の入札 

開札の結果、落札者となるべき価格の入札をした者が２者以上ある場合は、別紙「く

じの方法」に定めるところにより落札者を決定する。この場合において、落札者となる

べき価格の入札をした者は、くじを辞退することはできない。 

 

16 契約書： 宝塚市が定めた委託契約書による。 

なお、契約書に代えて本市が指定する電子契約システムを利用しての契約手

続きも可能とする。利用する際は、「電子契約希望届出書」を入札参加申請

期限までに提出すること。 

 

17 契約保証金： 免除 

 

18 契約締結後の留意事項 

(1) 業務の実施にあたっては、関係法令で定める規定を遵守すること。 

(2) 労働者の確保及び適正な賃金その他労働条件の改善に留意し、労働災害の防止に配慮

すること。 

(3) 落札者は契約を締結するに当たり、宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例第 7 条及

び宝塚市等の事務等からの暴力団等の排除の推進に関する要綱第3条第2号に基づく

誓約書を提出すること。 

(4) 下請及び建設材料等の契約を締結する際に、宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例

第 7 条及び宝塚市等の事務等からの暴力団等の排除の推進に関する要綱第 3 条第 3

号に基づく誓約書を徴取し提出すること。 

 

19 問い合わせ 

       〒665-8665 宝塚市東洋町１番１号  

             宝塚市役所４階  宝塚市総務部契約課 

                   TEL ０７９７－７７－２００８（直通） 

                   FAX ０７９７－７２－１４１９（直通） 

Mail  m-takarazuka0016@city.takarazuka.lg.jp 


